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第４次 第５次

30,755 30,755 39,314 39,314

1 総
広聴活動に
係る調査研
究

広聴機能、相談体制
の充実を図り、安心
で安全な市民生活の
確保に努める。

職員
政
策

目標とした事務を行
い、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

1
広聴活動に
係る調査研
究

県及び県内全
市町村による
総会及び研修
会の開催

開催回数 年４回 年４回

県及び県内全
市町村による
総会及び研修
会の開催

開催回数 年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
広聴活動に
係る調査研
究

国・県の職員
による、不動
産取引に必要
な基本的知識
についての説
明会の開催

開催回数 年１回 年１回

国・県の職員
による、不動
産取引に必要
な基本的知識
についての説
明会の開催

開催回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
会議録作成
に係る事務

広聴機能、相談体制
の充実を図り、安心
で安全な市民生活の
確保に努める。

市民・
職員

政
策

670

すべての市民集会会
議録は作成済みであ
り、目的は達成して
いる。

Ａ 797 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2
会議録作成
に係る事務

市民集会の議
事録の作成

作成回数 年１２回 年１２回 670
市民集会の議
事録の作成

作成回数 年１２回 797
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

3 総
広聴に関す
るまとめの
作成

広聴機能、相談体制
の充実を図り、安心
で安全な市民生活の
確保に努める。

市民・
職員

政
策

広聴のまとめは作成
済みであり、目的は
達成している。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

3
広聴に関す
るまとめの
作成

庁内印刷によ
る広聴に関す
るまとめの発
刊

発刊回数 年１回 年１回

庁内印刷によ
る広聴に関す
るまとめの発
刊

発刊回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
アンケート
の実施

広聴機能、相談体制
の充実を図り、安心
で安全な市民生活の
確保に努める。

市民・
職員

政
策

市民相談体
制の整備

1,103

市政アンケートに関
し目標とした事務を
行っている、市政ア
ンケート調査のまと
めは作成済みであ
る。

Ａ 1,320 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
アンケート
の実施

無作為抽出
3000人を対
象とした市政
アンケートの
実施

市政アンケー
ト調査のまと
めの発刊回数

年１回 年１回 1,103

無作為抽出
3000人を対
象とした市政
アンケートの
実施

市政アンケー
ト調査のまと
めの発刊回数

年１回 1,320
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

4
アンケート
の実施

市政モニター
によるアン
ケート調査の
実施

アンケート回
数

年４回 年４回

市政モニター
によるアン
ケート調査の
実施

アンケート回
数

年４回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

5 総

陳情、要
望、苦情な
どに対する
回答等の作
成

広聴機能、相談体制
の充実を図り、安心
で安全な市民生活の
確保に努める。

市民
政
策

市民相談体
制の整備

市民相談体
制の整備

目標とした事務を行
い、成果がでてい
る。回答期間も目標
値を達成している。

Ａ 5

陳情、要望、
苦情に係る関
係課かいと陳
情者・要望者
等の連絡調整

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

5

陳情、要
望、苦情な
どに対する
回答等の作
成

陳情、要望、
苦情などに対
する回答等の
作成のための
関係各課との
連絡調整等

回答期間
１８日以
内

１８日以
内

陳情、要望、
苦情などに対
する回答等の
作成のための
関係各課との
連絡調整等

回答期間
１３日以
内 5

陳情、要望、
苦情に係る関
係課かいと陳
情者・要望者
等の連絡調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無
予算
なし

6 総 相談業務

広聴機能、相談体制
の充実を図り、安心
で安全な市民生活の
確保に努める。

市民
政
策

市民相談体
制の整備

市民相談体
制の整備

15,063

各種相談体制の充実
を図り、市民の安
心・安全に寄与し
た。マンション管理
士相談を年度途中に
開始した。

Ａ 17,006 1
市民相談体制
の整備

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

6 相談業務

国・県・市な
どの行政運営
等に対する市
民からの苦情
等の相談

開設日数 年２４日 年２３日 40

国・県・市な
どの行政運営
等に対する市
民からの苦情
等の相談

開設日数 年１６日 40 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21
１６日の開設日数の
内４回を公民館で開
設する。

維持

6 相談業務

専門の相談員
による、税
金・年金・交
通事故等の相
談（１１項
目）

開設日数 年１日 年１日

専門の相談員
による、税
金・年金・交
通事故等の相
談（１１項
目）

開設日数 年１日 1
市民相談体制
の整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

市民相談課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

市民相談課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

市民相談課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

市民相談課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

6 相談業務

行政相談週間
における、
国・県・市な
どの行政運営
等に対する市
民からの苦情
等の相談

開設日数 年１日 年１日

行政相談週間
における、
国・県・市な
どの行政運営
等に対する市
民からの苦情
等の相談

開設日数 年１日 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 相談業務

電話や窓口等
における市民
生活や行政運
営に関する相
談

開設日数 ２４９日 ２４９日 4,918

電話や窓口等
における市民
生活や行政運
営に関する相
談

開設日数 ２４２日 6,266 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 相談業務

市長による、
市民からの苦
情や相談等の
受付

開設日数 年１２日 年１１日

市長による、
市民からの苦
情や相談等の
受付

開設日数 年１１日 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 相談業務
弁護士による
相談

弁護士数
年２００
人

年１９８
人

6,594
弁護士による
相談

弁護士数
年２００
人

6,600 1
市民相談体制
の整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 相談業務
税理士による
相談

開設日数 年２４日 年２４日 240
税理士による
相談

開設日数 年２４日 240 1
市民相談体制
の整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 相談業務
司法書士によ
る相談

開設日数 年１２日 年１２日 84
司法書士によ
る相談

開設日数 年１２日 84 1
市民相談体制
の整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21

平成２１年８月よ
り、「司法書士相
談」に名称を変更す
るとともに、相談内
容も変更する。

維持

6 相談業務
行政書士によ
る相談

開設日数 年１２日 年１２日 42
行政書士によ
る相談

開設日数 年１２日 42 1
市民相談体制
の整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21

平成２１年８月よ
り、「暮らしと事業
の相談」に名称を変
更するとともに、相
談内容も変更する。

維持

6 相談業務
公証人による
相談

開設日数 年１２日 年１２日
公証人による
相談

開設日数 年１２日 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 相談業務
市民安全相談
員による相談

開設日数 週２日 週２日 3,145
市民安全相談
員による相談

開設日数 週２日 3,734 1
市民相談体制
の整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 相談業務
不動産鑑定士
による相談

開設日数 年４回 年７回
不動産鑑定士
による相談

開設日数 年１２回 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 相談業務
マンション管
理士による相
談

開設日数 年３回 年３回
マンション管
理士による相
談

開設日数 年１２回 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 相談業務

電話や窓口等
における犯罪
被害者支援に
関する相談

開設日数 月２日 1
市民相談体制
の整備

不
可

必
要

不
可

可 無 有り 21

平成２１年８月よ
り、犯罪被害者支援
自助グループと協働
して相談を行う。費
用は予算流用により
対応する。

増
や
す

6 相談業務 交通事故相談 開設日数 週２日 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21
平成２１年８月よ
り、市民安全相談員
が相談を行う。

予算
なし

6 相談業務
民事調停手続
き相談

開設日数 週２日 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21
平成２１年８月よ
り、建築紛争相談員
が相談を行う。

予算
なし

6 相談業務
法務局登記官
による登記相
談

開設日数 月１日 1
市民相談体制
の整備

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21

法務局茅ヶ崎出張所
廃止に対応し、平成
２１年８月より法務
局職員が相談を行
う。

予算
なし
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

市民相談課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

市民相談課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

7 総
多重債務相
談業務

多重債務に陥った市
民・町民へ適切な助
言を行うとともに二
次相談先につなぎ、
債務の解消をめざ
す。

茅ヶ崎
市・寒
川町在
住在勤

者

政
策

市民相談体
制の整備

市民相談体
制の整備

250
年度途中に相談回数
を増設し、相談の充
実を図った。

Ａ 360 3
多重相談体制
の充実

未 高 高 高 拡大
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 維持

7
多重債務相
談業務

弁護士による
多重債務相談

弁護士数 年４０人 年４９人 250
弁護士、司法
書士による多
重債務相談

弁護士数、司
法書士数

年６０人 360 3
多重相談体制
の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
弁護士の外、司法書
士による多重債務相
談を開始するる

維持

7
多重債務相
談業務

相談者の救済
を図るため、
多重債務状況
だけでなく全
般的な生活状
況を聞き取
り、弁護士等
専門家や担当
課に引き継
ぐ。

相談件数 240件 324件

相談者の救済
を図るため、
多重債務状況
だけでなく全
般的な生活状
況を聞き取
り、弁護士等
専門家や担当
課に引き継
ぐ。

相談件数 300件 3
多重相談体制
の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
人権擁護活
動事業

人権問題に関して市
民の相談に応じ、人
権侵犯事件への切り
替え、関係機関への
連絡、助言等の必要
な措置をとり基本的
人権を擁護し、併せ
て自由人権思想の普
及高揚を図る。

市民
義
務

市民相談体
制の整備

市民相談体
制の整備

599

人権擁護活動につい
て、適切に事務を執
行しており成果が出
ている。

Ａ 2,124 未 高 高 高 拡大 有り 維持

8
人権擁護活
動事業

茅ヶ崎市人権
擁護委員会の
開催

市の総会・定
例会・研修会
の開催数

年８回 年８回
茅ヶ崎市人権
擁護委員会の
開催

市の総会・定
例会・研修会
の開催数

年８回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
人権擁護活
動事業

人権作文、人
権ポスターの
募集及びなん
でも夜市にお
ける啓発活動

実施回数 年４回 年４回 599

人権作文、人
権ポスターの
募集及びなん
でも夜市にお
ける啓発活動

実施回数 年４回 624 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8
人権擁護活
動事業

市民の人権に
関する例月相
談、特設相談
及び国県市合
同相談

開設回数 年３６回 年３６回

市民の人権に
関する例月相
談、特設相談
及び国県市合
同相談

開設回数 年３６回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
人権擁護活
動事業

ヒューマン
フェスタ　イ
ン　ちがさき
（横須賀・湘
南人権啓発活
動地域ネット
ワーク協議会
行事）の開催

開設回数 年１回 1,200 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21

鎌倉市・藤沢市・寒
川町の各人権擁護委
員会及び各市担当者
に開催の協力を依頼
する。

予算
なし

8
人権擁護活
動事業

人権の花運動
の開催

実施小学校数 ８校 300 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21

市内小学校８校児童
に草花を育ててもら
う。校長会に依頼済
み。

維持

9 総
建築紛争調
整実施事業

中高層建築物の建設
に際し、中立的立場
に立って住民・事業
主への相談や斡旋・
調停を行い、紛争の
解決に努める。

市民・
事業主

政
策

市民相談体
制の整備

市民相談体
制の整備

1,675

建築紛争調停委員会
で調停等に至る案件
が発生する可能性は
充分あり、それに対
応する体制を維持し
ていた。

Ａ 1,904 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9
建築紛争調
整実施事業

調停委員会の
開催

開催回数 年４回 年１回 53
調停委員会の
開催

開催回数 年４回 260
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9
建築紛争調
整実施事業

建築紛争相談
の開催

開設日数 年９３日 年９３日 1,622
建築紛争相談
の開催

開設日数 年９５日 1,644
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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10 総
消費生活相
談事業

消費生活に関する苦
情処理のあっせんや
相談を適切かつ効率
的に行うことにより
市民・町民の安全性
及び利便性の向上を
図ります。

茅ヶ崎
市・寒
川町在
住在勤
在学者

義
務

8,588

相談体制を整備する
とともに研修等によ
り相談員のレベル
アップを図り、成果
が出ている。

Ａ 10,105 2
消費生活相談
体制の充実

拡大 有り
増
や
す

10
消費生活相
談事業

商品役務に係
る事業者と消
費者間の苦情
処理の斡旋、
助言及び情報
提供等。

相談件数 2,000件 2,043件 8,588

商品役務に係
る事業者と消
費者間の苦情
処理の斡旋、
助言及び情報
提供等。

相談件数 2,100件 9,505 2
消費生活相談
体制の充実

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10
消費生活相
談事業

県及び県内全
市町村による
苦情相談に関
する会議等。

会議開催数 年12回 年12回

県及び県内全
市町村による
苦情相談に関
する会議等。

会議開催数 年12回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10
消費生活相
談事業

高度化・多様
化する消費生
活相談に対し
弁護士のサ
ポートを受け
ながら対応す
る相談を行
う。(補正）

相談回数 6回 300 2
消費生活相談
体制の充実

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21
平成21年10月より
消費生活法律相談の
開設

増
や
す

10
消費生活相
談事業

健全な消費生
活を送るため
将来の生活設
計や多重債務
の未然防止の
ための家計を
管理する相談
を行う。(補
正）

相談回数 6回 300 2
消費生活相談
体制の充実

済
必
要

可
不
可

無 有り 21

民間を活用した相談
業務を検討し、平成
21年10月より消費
生活家計管理相談の
開設

増
や
す

11 総
多重債務相
談事業（消
費）

多重債務に陥った市
民・町民へ適切な助
言を行うとともに二
次相談先につなぎ、
債務の解消を目指
す。

茅ヶ崎
市・寒
川町在
住在勤
在学者

政
策

1,680

債務整理の助言及び
二次相談への振り分
けを適切に行い、ま
た債務者の掘り起こ
しのために庁内関係
課との連携を図り、
成果が出ている。

Ａ 1,100 3
多重債務相談
体制の充実

未 高 高 高 拡大 有り 維持

11
多重債務相
談事業（消
費）

法律的解決を
図るため、二
次相談先に振
分けし、併せ
て、生活再建
の相談を行
う。

相談件数 240件 324件 1,680

多重債務の法
律的解決を図
るため、二次
相談先に振分
けし、併せ
て、生活再建
の相談を行
う。

相談件数 300件 1,100 3
多重債務相談
体制の充実

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
多重債務相
談事業（消
費）

多重債務者の
早期発見、早
期解決を目的
として庁内関
係課との連携
体制を構築
し、情報の共
有を図りま
す。（13課）

連絡会開催数 2回 2回

多重債務者の
早期発見、早
期解決を目的
として庁内関
係課との連携
体制を構築
し、情報の共
有を図りま
す。（14課）

連絡会開催数 2回 3
多重債務相談
体制の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
債務者の掘り起こし
のために外部機関と
の連携を図る

予算
なし

12 総
消費者啓発
事業

消費生活や生活設
計、省エネルギーや
食の安全に関して出
前講座や多種媒体を
用いて多様な知識の
普及を目指す。

茅ヶ崎
市民

政
策

消費生活情
報の充実

消費生活情
報の充実

771

消費生活に関する講
座の開催や消費者被
害の未然防止のため
の啓発を行い、成果
が出ている。

Ａ 4,158 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

12
消費者啓発
事業

消費生活に関
する展示会及
び消費生活通
信講座を開
催。

講座参加者数 40人 33人 451

消費生活に関
する展示会及
び消費生活通
信講座を開
催。

講座参加者数 50人 510 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持
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12
消費者啓発
事業

消費生活に関
する様々な情
報を提供。広
報紙、ホーム
ページ、啓発
チラシ・用品
等で啓発。５
月は消費者月
間キャンペー
ンを実施。

消費者月間
キャンペーン
での情報提供
数

800人 800人 90

消費生活に関
する様々な情
報を提供。広
報紙、ホーム
ページ、啓発
チラシ・用品
等で啓発。５
月は消費者月
間キャンペー
ンを実施。

消費者月間
キャンペーン
での情報提供
数

850人 470 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

12
消費者啓発
事業

消費生活に関
する様々な情
報を提供。広
報紙、ホーム
ページ、啓発
チラシ・用品
等で啓発。

敬老大会での
高齢者被害防
止のための情
報提供数

2,700人 2,940人 175

消費生活に関
する様々な情
報を提供。広
報紙、ホーム
ページ、啓発
チラシ・用品
等で啓発。９
月敬老大会時
に街頭啓発を
実施。

敬老大会での
高齢者被害防
止のための情
報提供数

2,750人 380 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

12
消費者啓発
事業

啓発パネルを
作成し展示し
ます。市民ロ
ビーに常設。

パネル作成数 5枚 2枚 34

啓発パネルを
作成し展示し
ます。市民ロ
ビーに常設。

パネル作成数 4枚 80 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12
消費者啓発
事業

消費者被害未
然防止の情報
提供と啓発及
び出前講座を
します。

出前講座件数 5回 3回 21

消費者被害未
然防止の情報
提供と啓発及
び出前講座を
します。

出前講座件数 5回 60 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12
消費者啓発
事業

省資源、省エ
ネルギーに関
する情報提供
と啓発。夏と
冬に省資源に
関する啓発。

広報紙掲載数 2回 2回

省資源、省エ
ネルギーに関
する情報提供
と啓発。夏と
冬に省資源に
関する啓発。

広報紙掲載数 2回 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12
消費者啓発
事業

消費生活に関
する情報を市
民に発信する
ために啓発紙
やパンフレッ
ト、チラシを
作成し啓発す
る。(補正）

啓発紙発行回
数

1回 2,658 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21

消費者情報の発信を
強化するため定期的
に平成21年12月に
啓発紙を発行し、全
戸に配布する。

増
や
す

13 総

不用品登録
の受付及び
登録に係る
事務

家庭において、都合
により不用になった
もの等を、「リサイ
クル」を主旨として
再利用するため。

茅ヶ崎
市民

政
策

最新の不用品登録情
報を広報紙・ホーム
ページで提供してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

13

不用品登録
の受付及び
登録に係る
事務

広報紙・ホー
ムページにお
ける不用品の
情報の掲載。

不用品登録数 740品目 671品目

広報紙・ホー
ムページにお
ける不用品の
情報の掲載。

不用品登録数 750品目 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
消費者団体
育成事業

消費者問題に取り組
んでいる団体が相互
に連絡しあい、市民
の消費生活の安定及
び向上を目的として
います。

茅ヶ崎
市消費
者団体
連絡会

政
策

54

消費者団体との連携
を図りながら適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ 21 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14
消費者団体
育成事業

団体相互の連
絡調整、資
料、情報等の
交換及び学習
会、シンポジ
ウムの開催。

学習会シンポ
ジウム開催数

年3回 年3回 53

団体相互の連
絡調整、資
料、情報等の
交換及び学習
会、交流会の
開催。

学習会及び交
流会開催数

年3回 20 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14
消費者団体
育成事業

定例会への参
加、会場やバ
スの提供、資
料作成等への
協力等。

施設見学開催
数

年1回 年1回 1

定例会への参
加、会場やバ
スの提供、資
料作成等への
協力等。

施設見学開催
数

年1回 1
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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15 総
消費者教育
事業

消費生活に関する知
識や権利義務、消費
者契約の内容につい
て理解するよう努め
ようとする消費者の
一助となることを目
的とする

茅ヶ崎
市民

政
策

242

社会情勢の動向を見
ながら市民ニーズに
あったテーマで講座
を開催しており、成
果が出ている。

Ａ 359 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

15
消費者教育
事業

暮らしの講座
の開催。

講座参加者数 160人 182人 176
暮らしの講座
の開催。

講座参加者数 160人 100 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

15
消費者教育
事業

神奈川県金融
広報委員会と
市町村の連携
事業等に係る
協議。

会議開催回数 年1回 年1回

神奈川県金融
広報委員会と
市町村の連携
事業等に係る
協議。

会議開催回数 年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15
消費者教育
事業

藤沢市・寒川
町及び神奈川
県金融広報委
員会との連携
により消費生
活に関する講
演会を開催。

講演会開催数 年1回 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21

湘南広域都市行政協
議会の提案による
茅ヶ崎・藤沢・寒川
の2市１町が主体で
講演会を開催

予算
なし

15
消費者教育
事業

生活設計に関
する講演会の
開催。

講座参加者数 45人 66人 66
生活設計に関
する講演会の
開催。

講座参加者数 45人 29 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15
消費者教育
事業

食の安全に関
する講演会の
開催。(補正）

講座開催回数 年1回 230 4
消費生活に関
する啓発及び
教育の充実

不
可

必
要

不
可

可 無 有り 21
消費者団体との協働
により食の安全に関
する講演会の実施

維持

16 総
家庭二法立
入検査の実
施及び報告

家庭用品品質表示法
及び消費生活用品安
全法にも続く調査の
実施

市内の
商店

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

16
家庭二法立
入検査の実
施及び報告

家庭用品品質
表示法による
立入検査、改
善指導及び報
告。

検査品目数 77品目 88品目

家庭用品品質
表示法による
立入検査、改
善指導及び報
告。

検査品目数 77品目
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16
家庭二法立
入検査の実
施及び報告

家庭用品品質
表示法につい
ての啓発。

啓発店舗数 5店 2店
家庭用品品質
表示法につい
ての啓発。

啓発店舗数 5店
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16
家庭二法立
入検査の実
施及び報告

消費生活用製
品安全法によ
る立入検査、
改善指導及び
報告。

検査品目数 3店 2店

消費生活用製
品安全法によ
る立入検査、
改善指導及び
報告。

検査品目数 3店
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
消費生活行
政連絡調整
事務

３市１町との連絡調
整・情報交換により
地域住民の消費生活
の安定と向上を確保
する。

茅ヶ崎
市民

内
部

20
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 20
現状維

持
なし 維持

17
消費生活行
政連絡調整
事務

３市１町での
消費生活行政
に関する連
絡、調整及び
協議。

協議等開催数 年3回 年6回 20

３市１町での
消費生活行政
に関する連
絡、調整及び
協議。

協議等開催数 年3回 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18 総
食の安全調
整事務

市民の食の安全性を
確保する。

職員
内
部

食に関するトラブル
が多発するなか、関
係各課との連携を強
化することにより、
今後の成果が見込め
る。

Ｂ 現状維
持

なし
予算
なし

18
食の安全調
整事務

食の安全に関
する調査、情
報収集、啓発
及び関係機関
への働きか
け。

学習会開催数 年1回 年1回

食の安全に関
する調査、情
報収集、啓発
及び関係機関
への働きか
け。

学習会開催数 年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし



業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 7/7

第４次 第５次

30,755 30,755 39,314 39,314

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

市民相談課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

市民相談課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

19 総
茅ヶ崎市食
品衛生協会
助成事業

食品衛生の向上を図
り、食中毒の未然防
止を図る。

加入団
体

政
策

40
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 40 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

19
茅ヶ崎市食
品衛生協会
助成事業

茅ヶ崎地区食
品衛生協会へ
の助成。

助成回数 年1回 年1回 40
茅ヶ崎地区食
品衛生協会へ
の助成。

助成回数 年1回 40
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持


